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要旨  
 近年、中国、ロシアに代表される権威主義体制の有力国による対外的攻勢が注目されて
いる。冷戦終結後しばらくの間は、権威主義国は、アメリカや西欧諸国が率いる民主主義
陣営が唱道するグローバルな民主化の趨勢に対して守勢に回っていたが、近年は積極的に
反転攻勢に出て、他国に非民主的な帰結を醸成あるいは強化する動きを示している。本稿
はそうした動きの一端を紹介し、その世界的含意を考える。  
 
キーワード  
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１．民主主義危機論の虚実を問う  －民主主義後退は神話か現実か  
 ここ数年「全世界的に、民主主義は後退している・凋落している・危機に瀕している」
と捉える議論が国内外で強まっている。ある論者は「我々は現在、民主主義の終わりの始
まりを目撃しているのかもしれない」とまで言い切った［Battison,2011］。こうした立場を
「民主主義危機論」と呼ぶことにしよう。これに対して、民主主義は巷間騒がれているほ
ど危機に瀕しているわけでもないし後退しているわけでもない、各種の指標からみて民主
主義の国が減少したとはいえないし、民主主義の価値への支持や共感が凋落したともいえ
ない、と反駁する議論もまた一方では有力である。これを「民主主義安定論」と呼ぼう。
何事につけ「危機論」の方が耳目を集めやすいという事情はあるにせよ、一般の論壇だけ
でなく民主化研究、権威主義研究といった比較政治の学術研究分野においても、管見の限
り、民主主義危機論の方が現時点ではやや優勢という印象を受ける。いずれにせよ民主主
義の現状をめぐって評価は割れている。まず危機論、安定論それぞれの代表的な例を簡単
に紹介しておこう。  
 危機論の代表格は、これまで民主主義研究を牽引してきたラリー・ダイアモンドである。
彼は 2016 年末の論考で、アメリカの新大統領ドナルド･トランプが直面するのは「この数
十年でもっとも権威主義が勢いをもち、民主主義が不安定化している世界だ」と切り出し、
「1970 年代半ばに始まり、1990 年代にピークを迎えた最大かつ最も最近の民主化潮流『グ
ローバルな民主化の第 3 の波』も、2005 年までには勢いを失っていた。以来、世界におけ  
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る自由化と政治参加拡大の潮流は次第に後退を余儀なくされている」と指摘する。その一                   
方で「一部の新興民主国家で権威主義トレンドが高まっている」とし、トルコのエルドア
ン政権、タイの軍事政権、フィリピンのドゥテルテ新大統領を具体例として挙げている。
またロシア、中国といった既存の権威主義大国は、国内の民主派に対する締め付けだけで
なく、対外的にも影響力の拡大をうかがう地政学的志向を強めていると彼は捉える。それ
だけでなく、新興民主国の目標とされた民主主義の先進地にして、世界各地の民主化を支
援してきた主役でもあったヨーロッパとアメリカでも、ポピュリズムと非自由主義が急速
に台頭していると憂いている。新興民主主義国だけでなく先発民主国でもデモクラシーは
動揺をきたし、権威主義国に通底する潮流が欧米でも無視しがたいほど強まっているとい
うのがダイアモンドの見立てである［ダイアモンド , 2016: 33-35］。ここ数年マスメディア
や論壇を席巻している民主主義危機論は、以上のようなダイアモンドの観察に集約されて
いるといってよい。  
 危機論に対して一部の論者は疑問を呈している。そうした「民主主義安定論」に立つ論
者に、権威主義体制の比較分析で知られるレヴィツキーとウェイがいる。彼らによれば、
民主主義の展望に悲観論が漂っているのは、観察者たちが冷戦終結直後の状況をあまりに
楽観的な目で捉えていたことに主たる原因があると述べる。冷戦終結直後当時は、事実上
全ての体制危機が民主化と連動している、もしくはいずれ民主化に行き着く変化の始まり
であるかのように見なす議論が支配的だったとする。権威主義体制の動揺や崩壊が必ずや
民主化に帰着するわけではなく、別の独裁に変わるだけという例も多いことは今では常識
だが、冷戦終結直後の一種のユーフォリアの中では、そうした議論はほとんど顧みられな
かった。或る独裁体制が倒れて反対派が権力を掌握した場合は、その反対派が実は別の独
裁予備軍だったとしても、みな十把一絡げに新興民主主義の始まりと速断する傾向がほと
んどだった。民主化の事例と誤認された新体制の権威主義的な「正体」に遅まきながら気
づいたとしても、それは観察者が観察対象を誤認していただけであり、民主主義が瓦解し
て権威主義が新たに出現したしたわけではない。こうした元々間違っていた現状把握に基
づく将来展望が的中しなかったことをもって、「民主主義が後退している、権威主義が息
を吹き返している」と語るのは見当ちがいである。当初の現実離れした過度のオプティミ
スティックな民主化見通しから眺めれば、その後の事態の推移はどうしても「民主主義が
苦戦している、追い詰められている」ように見えてしまう。そこで今度は一転して民主主
義は危機に瀕していると勘違いしてしまう。要するに民主主義の展望に関して過度の楽観
論から、過度の悲観論へと反転したのであり、そのどちらもミスリーディングである。ま
た既存の一部権威主義国が冷戦終結直後の混乱を脱し、国家機構の再編や歳入の増加等を
通じて 2000 年代に入りパワーを増強したことを捉えて、民主主義の後退だと見なす論調
も多いがこれも間違いである。冷戦終結直後の一部権威主義体制国家の危機を民主化の開
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始と同一視することが誤りであったのと同様、権威主義国の復権を民主主義の敗北と同一
視することも誤りである。現にフリーダムハウスをはじめ各種の国別民主化指数測定機関
の統計をみても、民主主義の国は減少しておらず、機関によって算定の仕方に若干の違い
はあるが、民主化指標も横ばいか、せいぜい無視できる程度の微減にすぎない。つまり世
界全体として民主主義は安定的に推移しているのであり、民主主義危機論は経験的根拠に
欠ける［Levitsky and Way, 2015: 59-64］。  
 それでは民主主義の現状は結局どうなっているのか。危機論、安定論のどちらが正しい
のか。しかし実はこうした問いの立て方自体が不適切なのかもしれない。民主主義の観察
をめぐる議論に限らないが、ある対象についての評価は、評価する側の視点や評価基準、
先有傾向によって変わってくる。同じものを観察する場合も、観察する側の認識枠組みに
よって、観察結果は異なる。同じ山でも、どの位置から眺めるかによって、山の形は違っ
て見えるのと似ている。その意味では安定論の言い分は間違っていない。冷戦終結直後の
理論的根拠にも経験的根拠にも欠ける過度の楽観的展望を観察の基準にとってその後の事
態の推移を判定するなら、悲観的、否定的な観察結果に傾くのも不思議ではない。  
 しかしそれでは、民主主義の危機は、安定論のいうように、根拠の怪しい錯覚に過ぎな
いのか。民主主義の危機、後退という判断（安定論に言わせれば誤断）を導いた一つの背
景は、2000 年代に入り権威主義体制国家がパワーを（再）構築したことにあった。安定論
もこうした権威主義国の復権、活性化は事実として認めている。復権の要因として、90 年
代は政治の混乱や不安定に悩まされた権威主義国も、経済の好転による歳入の増加により、
国家機構の安定した運営が可能になったこと、独裁者（政権）は、競争的選挙を権力維持
目的に巧みに使いこなしたり、ライバルや独立系メディアを懐柔したりする術に長けてく
る等、ポスト冷戦時代の環境にしたたかに適応してきたこと、米国と EU の影響力が 2000
年代以降低落したことに伴い、ロシア、中国、その他地域の権威主義国の行動空間、言論
空間が拡大したこと、が挙げられる［Levitsky and Way, 2015: 66-67］。 
 民主主義の前進や後退を、国の数の増減といった絶対的な尺度だけでなく、権威主義体
制との力関係や活力の比較といった、やや主観的・印象論的ではあるが、相対的な尺度で
論じるならば、21 世紀に入ってからの一部権威主義国の復権と活性化の結果として、相対
、、
的に
、、
民主主義が後退している、少なくとも後退している印象を与えていることは否めない
だろう。  
 これまで民主主義には隆盛と拡大の時代もあれば、安定的に推移した時代もあったし、
ナチズムやファシズムが台頭した時のように危機の時代もあった。ハンティントンによる
民主化研究の古典『第三の波』のタイトルが如実に示すとおり、民主化には「波」があっ
たのである。今後も盛衰が繰り返されるか否かは予測がつかないが、短期的な観測結果を
もってそれが長期的なトレンドとして持続すると考える必要はない。とはいえ近年に限っ
てみれば、危機論が指摘するように、民主主義の劣勢、権威主義の攻勢、と観察されるの
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もやむを得ないような動きが展開している。それが次に検討する問題である。  
 
２．専制プロモーション  
2.1. 専制プロモーション  
 これまでの国際的民主化支援活動に詳しい一人カラザスも、1990 年代には民主化の展望
について大いなる楽観論が支配的であったと認めている。即ち、「民主主義は地球全体に
広がってゆく」、「世界中どこでも民主化支援に門戸は開かれている」、「西欧型リベラ
ルデモクラシーは世界全体で賞賛と敬意をほしいままにしている。これに対抗しうる強力
なイデオロギー的ライバルは過去に存在せず、今後もあり得ない」、等の想定が当時は自
明視されていたという。しかし彼によれば、21 世紀以後、こうしたバラ色の想定に冷水を
浴びせる幾つかの新しい峻厳な現実に我々は直面している。そうした峻厳な現実とは、多
くの民主主義危機論者が指摘している論点とかなり共通するが、大略次の通り整理できる。 
 第 1 に、世界的に民主主義の勢い momentum が低下していることである。カラザスに
よれば「民主主義支援の当事者たちは、民主化移行が阻止されたり、或いは全く進んでい
ないという困難な事例が厳然たる現実であるということを認識している」［Carothers, 
2015:87］。ハンガリー、イラク、マリ、ロシア、スリランカ、タイでは、程度の差はあ
れ民主化支援（法治システム構築支援、選挙支援、政党形成支援、独立メディア養成支援等）を享
受したものの、その後いずれも民主主義は後退あるいは形骸化したという。  
 第 2 に、以前は民主化支援にかなり寛容だった国の中で、2000 年代以降、民主主義に門
戸を閉ざし始める国が表れてきたことがある。米国からの支援は特にその標的にされやす
く、例えば 2013 年ボリビア政府は、米国国際開発庁(USAID)が同国の政治に干渉している
と非難して国外退去を命じた。ハンガリー政府は同国の NGO を、ノルウェー政府からの
資金援助を受けているとしてその活動を妨害し始めた。  
 第 3 に、民主主義への西側自身の政策的コミットメントが弱まっていることが挙げられ
る。90 年代は民主主義支援は、欧米にとって「成長株、有力株」の外交政策オプションで
あり、各国とも対外政策ビジョンの中核に位置づけて積極的にそれにコミットしていたが、
今は違う。それどころか、民主主義導入がリビアやイラクで宗派間闘争を激発させたり、
ハンガリーや南米で反西欧型ポピュリスト政権を台頭させたことを考えると、民主主義を
推奨することはむしろ危険ではないかと考える政策担当者が西側諸国にも多くなってき
た。要するに西側民主主義国政府じしんが、民主主義の拡大や促進に積極的ではなくなっ
てきたということである。  
 第 4 に、西側民主主義国の混迷や苦境あるいは失態が、民主主義のイメージや威光を世
界的に失墜させている。米国では、トランプ新大統領の選出過程で浮き彫りになった国内
の政治的両極化や分断そして格差拡大、ゲリマンダリングを典型とする代議制の歪み、選
挙キャンペーンを請け負うコンサルティング企業やエージェンシーといったプロ頼みの
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「カネがものを言う」選挙戦。西欧では、ユーロの危機、極右あるいはポピュリスト的な
政治家・政党の出現と躍進、難民・移民・イスラーム教徒といったマイノリティーを社会
に統合するプログラムの事実上の破綻、などが民主主義の信用を揺さぶっている。スノー
デンが暴露した NSA（米国家安全保障局）による全世界的な通信傍受と一般市民監視活
動、米上院が 2014 年に報告した CIA によるテロ容疑者への拷問は、常々独裁体制による
市民監視と人権弾圧を批判してきたアメリカ及びアメリカに代表されるリベラル･デモク
ラシーの偽善とダブルスタンダードを露呈した例として多方面から非難と幻滅を集めた
［Cooley, 2015:49］。その一方で、他の政治システム、特に中国、ロシア、トルコ、エチ
オピアなどの権威主義体制が近年自信と自己主張を強め、その結果、体制移行を模索する
国々の一部の人は、今後自分たちが採用すべき政治経済上の適正な選択肢はリベラル･デ
モクラシーではないのではないか、むしろ中国、ロシアに体現される政治経済体制こそが
我々にとってのモデルなのではないかと思い始めている。西側の民主主義支援活動が、他
国の政治への影響力行使を意図する非民主主義国によってしだいに挑戦を受け、場合によ
っては活動の効果を削減される例が増えてきた、とカラザスは報告する［Carothers, 
2015:87-93］。  
 このようにカラザスは、民主主義危機論には、単なる思い込みには留まらぬ、一定の実
体的根拠があるとする。筆者も概ね彼の論旨に同意するが、ここで特に留意したいのが上
述の第 4 の指摘である。西側民主国の混迷といった「敵失」によって権威主義的体制が相
対的に威信やプレゼンスを向上させた面はあるが、同時にまた権威主義国が積極的、意図
的に自分たちの発言力、影響力を自国の国境を越えて発信し、行使しようとする例も近年
顕著に目に付くようになった。ここではそうした権威主義国による対外的影響力行使の戦
略を「専制プロモーション Autocracy promotion」と呼ぶことにしよう。  
 
2.2. 戦術  
 ここでは専制プロモーションを次のように理解しておく。既存の権威主義体制の国によ
る専制的統治の手法やツールの輸出、権威主義的統治の価値の海外への普及、民主化圧力
に対抗する国際的影響力の行使、などプロモーション対象国において非民主主義的帰結を
創出する可能性を持つ対外政策行動である［Bade and Kästner, 2015: 207］。  
 権威主義的支配を志向する体制や指導者にとって、民主主義や自由を求める動きは勿論
好ましいものではない。国内でそうした動きがあれば、様々な手法でそれを抑圧しようと
するであろう。専制支配者が国内の民主化の動きを封じ込める姿勢は特に目新しいもので
もないし、珍しいわけでもない。権威主義的支配の伝統的特徴とさえいえよう。しかし近
年目につく傾向は、民主主義に対抗する権威主義的体制の行動に「国際的」次元が加わっ
た（或いは強まった）ことにある。国内だけでなく国際的なレベルにおいても、民主主義
に対抗して権威主義体制の防衛、更には巻き返しを図る行動、少なくともそうした潜在的
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可能性や効果を秘めている行動が確認できる。従来国際的にみると、権威主義は、民主主
義に比べて政策面でも理念や規範の面でも、どちらかといえば消極的で守勢に立たされて
いる印象が否めなかった。しかし近年、有力な権威主義国が国外に積極的且つ大胆にその
影響力やプレゼンスを扶植し、拡大しようとする動きが注目を集めている［Ambrosio,2009: 
2］。  
 それでは具体的にどのような手法が専制プロモーションの戦術として駆使されているの
か。ここでは主なもの４つを紹介しよう。  
 
①動員操作  
 他国の民衆の政治動員プロセスを操作することで、その国の権威主義的政権の持続や権
力強化を支援する手法である。具体的には対象国の権威主義的支配者が選挙で勝てるよう
に選挙や国民投票に工作を加える戦術をさす。プーチン下のロシアが近隣の旧ソ連諸国に
対してこの手法を多用している。親露派の候補ヤヌコビッチ首相と野党で親西欧派・民主
化派の候補ユシチェンコの一騎打ちとなった 2004 年ウクライナの大統領選では、政権側
のロシア人選挙工作アドバイザーたちが、様々な野党潰し戦術を指南した。この謂わば
「選挙操作を請け負うロシア人傭兵」たちは、親露派と親西欧派とにウクライナが分裂す
ることをバーチャル･リアリティとして描き、ユシチェンコこそがそうした分裂の原因だ
と風刺的に評することで現実を反転させようと画策するプロパガンダを展開し、分裂を避
ける唯一の道は、現体制（即ち親露派のヤヌコビッチ）を支持することだ、と宣伝した。
2004 年 1 月にプラウダにリークされた或るロシア人選挙工作アドバイザーの計画書に
は、ウクライナ各地で対立を挑発して状況を不安定化させること、ウクライナ西部ではウ
クライナ人とポーランド系住民の対立を煽り、クリミアではコサックを唆してタタール人
との領土紛争を使嗾してユシチェンコをクリミアのロシア系住民の敵として描き、もしウ
クライナがクリミアのスラブ人を守れないなら、隣のロシアはいつでも彼らを支援する用
意があることを印象づけるべく世論を誘導する、といった工作内容が詳細に記されていた
［Wilson, :178-179］。親西欧派・民主化派が政権を握れば国内が分裂し対立するという
不安を煽って不穏な空気を醸成し、それを避けるためには現状維持を選択するしかないと
有権者に暗示をかける、つまり親露派の現職首相ヤヌコビッチに投票するよう促すことが
狙いであったと考えられる。  
 ロシア指導部は、旧ソ連各国において、現職権力者が野党候補者を懐柔することを手助
けしているほか、現職権力者と野党候補者を仲介して決選投票を回避することで現職の勝
利を確保する、或いは何らかの政治的利権や物的な対価の提供と引き換えに野党候補者の
出馬取り下げを働きかける、といった工作も行っている。ウクライナの 2004 年の大統領
選の際には、現職政権陣営が選挙に勝つために行政資源を党派的に濫用するコツをロシア
がアドバイスしたという［Ambrosio, 2009:41］。2004 年以降ロシアの政権与党「統一ロ
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シア」は、アルメニア、キルギスタン、カザフスタンの非民主主義的な政権与党と協力協
定を結んで選挙対策の情報交換を重ねてもいる［Bader and Kästner, 2015:210］。  
 更にまたロシアは、対外的情報戦の一環として、ロシアの対外政策に沿う形で旧ソ連諸
国における選挙の正当性を是認または否定してくれる親露派選挙監視機関を設置または支
援してもいる。2002 年 10 月以降 CIS（独立国家共同体）が創設した独自の選挙監視システ
ムはその一つある［Ambrosio,2009:56；小泉, 2017:46］。この監視組織は表向きは「独立」
だが、実際はクレムリンの強い息がかかっていることは周知である。旧ソ連諸国の選挙で
親露派で権威主義志向の候補が当選した場合に、従来旧ソ連地域の選挙監視を一手に引き
受けてきた「欧州安全保障協力機構(OSCE)」派遣の選挙監視団が当該選挙には不正があっ
たと報告すると、決まってこの親露派選挙監視団の方は「いや選挙は概ね自由で公正で競
争的であった」と、正反対の発表をすることが多い。そして欧米にも選挙不正は絶えない
のに、それを棚に上げて OSCE 監視団が旧ソ連圏の不正をことさらに問題視するのは偏見
に満ちたダブルスタンダードだと言うのがロシア政府や親露派オブザーバーの常套句であ
る。こうしたレトリックは、あながち全く根拠がないとは言い難いだけに、西側を多少な
りともひるませ、守勢に立たせる。「不正はあった」、「いや公正だった」という、いつ
までも決着のつかない水掛け論が続けば、周りからは「どっちもどっち」と見えてしまう
かもしれない。そうなれば西側選挙監視団の判定の中立性、信頼性が若干ではあるが動揺
することになろう［Ambrosio,2009:58］。西側監視団が選挙の是非をめぐる解釈権を当然の
ように独占することは難しくなるかもしれない。西側監視団は、表向きの中立性とは裏腹
に、先入見や偏見が入った党派的体質だとするクレムリンの言い分に一定の説得力を与え
る効果が生まれてしまうかもしれない。複数の選挙監視団の見解が対立すれば、「真理は
双方の言い分の中間にある」と多くの者は思い始めるかもしれない。これは実質的には親
露派監視団にとって勝利を意味する。  
 親露派選挙監視団の設立による選挙判定の混乱は、ロシアが国内及び近隣さらには西欧
で盛んに展開しているとされる「虚偽情報 disinformation」戦略の一環と位置づけられ
る。これは或る出来事や問題についての、捏造・歪曲・誇張・演出された情報や解釈を複
数の経路で広範に散布することで、国民の認識を混乱させ、結果としてロシアの利益とな
る世論の誘導ないし醸成をはかるキャンペーンであり、最近は「フェイクな情報の拡散」
として一般にも知られるようになった。その目的は、インチキなクズ情報も含めた玉石混
淆の情報を氾濫させることで、人々に「何を信じていいのかわからない。誰も信用できな
い」、「出来事にはかくも多くの解釈がある以上は、真実を見つけることは不可能だ」、
と思わせることにあり、ひいては西側の政府やメディアの発する事件報道の権威や信憑性
を攪乱することにある［The New York Times;ISTITUTO PER GLI STUDI DI POLITICA 
NTERNAZIONALE］。  
②抑圧能力強化支援と民主化弱体化支援  
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 専制プロモーションは、選挙のときだけに限らない。日常的にも現職政権の強権的統治
能力を高める支援が有力な非民主国から提供されることがある。民主派・反政府派を抑圧
する目的ないし機能を持つ制度の構築及び制度能力の向上に協力する支援である。例えば
ロシア政府の意を体した専門家が近隣国で、自由を制限する内容へと憲法はじめ各種法令
を改定することを指導してきた。また CIS 反テロセンター及び「集団安全保障条約機構」
の枠組内で、ロシアは他の加盟国（アルメニア、カザフスタン、キルギス、タジキスタン、ベラル
ーシ）の軍及び情報機関に無料で訓練を提供したほか、破格の安値で武器を加盟国に売却
したという。こうした支援は被支援国の対外防衛力だけでなく、国内抑圧能力をも高める
ことは言うまでもない。中国の場合は、他国の政府の強権的抑圧能力の向上に直接的に手
を貸した例は殆ど観察されてないが、市民やメディアを監視する技術は一部の国に提供し
ている。例えばエチオピア、イラン、中央アジアの独裁国（タジキスタン、トルクメニス
タン、ウズベキスタン）にインターネットや通話の監視技術を輸出されていると報道され
ているほか、サウジアラビアとベトナムは、西側からのウェブサイトをブロックするノウ
ハウを得るために中国から専門家を雇った。ロシアもまた電子監視システムを中央アジア
諸国に輸出している［Burnell, 2010:5; Bader and Kästner, 2015:211；ダイアモンド，2016:33］。 
 権威主義国は程度の差はあれメディア統制や、市民の通信・通話の傍受や盗聴、サイバ
ー空間の監視を行っているが、中国は特にその活動を徹底してる。市民がインターネット
上で閲覧できるサイトや情報をコントロールするために URL とキーワードをフィルタリ
ングする「グレートファイヤーウォール」などは序の口で、中国政府はコンピューター関
連製造企業とプロバイダーに対して、「内蔵型」監視機能を製品やサービスに予め組み込
むことを要求している。例えば警察や治安機関がいつでもアクセスできる「バックドア」
（本来は ID やパスワードを使って使用権を確認するコンピューターの機能を無許可で利用するため
に、コンピューター内に設けられた通信接続の機能）を全サービスに装着しておくことを通信事
業者及びネット･サービス業者に指示しているほか、暗号キーの提出も求めている。ソー
シャルメディア企業には自社ネットワークを監視することを義務づけているうえ、多くの
人気のチャット・アプリには監視機能が事前に仕込まれている。ソーシャルメディアでア
カウント登録する場合は「本名」で登録することを義務づけ、サイト運営業者に対しては
身元を確認できないアカウントは全て削除することを命じている。ネットユーザーが検索
エンジン「百度」に、当局のブラックリストに挙がっている検索語を入力した場合は、そ
の人物の IP アドレスが自動的に上海の公安部系列機関に送信される仕組みとなってい
る。一方、海外で中国の民主化を支援する団体、中国の人権弾圧を批判する国際 NGO の
ウェブサイトに対しては、中国政府によるものと推定されるサイバー攻撃が執拗に加えら
れてもきた。注目すべきは、専ら権威主義国で構成される地域多国間フォーラムの場で、
こうした市民監視の技術や法制度その他の情報統制ツールについての意見交換や協力体制
が重ねられてきたことにある。中国主導の「上海協力機構」、ロシア主導の「集団安全保
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障機構」だけでなく、湾岸の君主国・首長国からなる「湾岸協力理事会」でもこうした情
報統制・市民監視の相互協力が申し合わされている。要するに最新・最先端の情報統制技
術、市民監視ツールが非民主主義国の間で共有されつつある［Deivert, 2016:201-209；
Freedom house, 2015］。  
 
③社会経済的支援  
 中国とロシアは、近隣国や他の途上国にさまざまな社会経済的支援や経済的協力関係を
提供しており、そのことが相手国政府の独裁的体質の温存や強化に結びついている可能性
も観測されている。  
 ロシアは、財政の苦しい親露的近隣国（タジキスタンやアルメニアなど）に、しばしば
債務減免の救済措置を施しているほか、CIS 加盟の非民主的政権に経済的特権を与えても
いる。例えばソ連崩壊後もロシアは、資源の乏しい旧ソ連諸国に国際価格よりも（時には
ロシア国内での価格よりも）はるかに安い価格で天然ガス及び原油を供給してきた。カザ
フスタンの場合は、ロシア市場へのアクセスで大いに便益を受けたともいわれる。また
CIS 内の比較的自由な移民政策により、ロシアは周辺旧ソ連諸国の低所得者、失業者、不
満分子を受け容れることで、CIS 内貧困国の失政や無策が民衆の不満を高めて暴動や反体
制運動へとエスカレートする危険を食い止めている可能性もある。じじつ国民の 10 人に
1 人がロシアで働いているキルギスタンとタジキスタンのような場合、ロシアからの送金
は家族の生計だけでなく、母国の社会の安寧にも寄与してきたという［Bader and Kästner, 
2015: 213-215］。  
 もう一方の権威主義大国・中国は近年対外経済援助活動を急速に活発化させており、国
際社会の大きな関心そして警戒を招いている。二国間の無償援助や優遇借款を急増させて
いるだけでなく、世界銀行や IMF での国別出資比率でも 3 位に浮上（前者では 2010 年、
後者では 2016 年）するなど、国際開発金融機関でもプレゼンスを拡大している［稲田，
2012:37］。しかし中国の援助は、経済協力開発機構(OECD)の開発援助委員会(DAC)に加盟
する伝統的ドナーによる開発援助とは理念や内容の面で異なっている。国際開発援助コミ
ュニティでは、援助政策や実態に関する情報の公開、ルールの共通化、途上国における民
主化や汚職・腐敗の撲滅といったある種の共通価値の追求が進んできたが、中国の援助は
このいずれの面でも従来の国際的潮流とは一線を画している［稲田，2012:59］。中国（及
び湾岸諸国といった新興ドナー）は、従来の西側援助コミュニティとは異なり、民主主義
的統治とかグッドガバナンス保証といった政策コンディショナリティーを被援助国に対し
て殆ど要求しない。従って援助を望む国としては、西側からの資金提供に民主化要求の「ヒ
モ」がついているなら、それを拒否することが容易となる。海外からの援助は欲しいがリ
ベラル･デモクラシーの規範からは脱出したいと願う権威主義的支配者に、民主化の圧力
や西側の批判に屈しないで済む別の道を提供している［Cooley, 2015:58］。  
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 中国始め新興ドナーは、経済制裁等により西側ドナーから援助を受けられない国にも援
助を送っていることも特徴である。湾岸諸国は、「アラブの春」の混乱以後、その再発防
止目的で、エジプト、バングラデシュ、モルジブなどに多額の援助を与えたほか、アンゴ
ラ、スーダン、ナイジェリア、といった独裁や腐敗で悪名が高い国も中国からの潤沢な援
助を享受している。ダルフール問題への対応をめぐって国際社会から非難を浴びているス
ーダンにとっては、中国は唯一の友好国といってよく、一時期スーダンの輸出入の 3 分の
2 は中国が占めていた［稲田，2012:58］。中国の援助というとアフリカの事例が注目され
やすいが、すでに援助の提供先は多岐にわたり発展途上世界の全域に及ぶといっても過言
ではない。例えば 2015 年までの約 10 年間に中国はラテンアメリカに対し、世界銀行と IMF
が同地域に与えた融資合計を上回る巨額の融資を行った。カリブ諸国や太平洋島嶼国家で
も中国の経済的プレゼンスの伸びは目覚ましい［Cooley, 2015:59］。  
 有力権威主義大国からのこうした物的、経済的支援、或いは国際会議での外交的支援、
さらには口頭での道義的支援さえも、支援対象国である独裁体制のインサイダー（体制内
エリート）及びアウトサイダー（野党、反体制派、政府批判勢力）の双方に、現政権のパ
ワーについての再評価を迫るシグナルを送る効果がある。現政権がいざとなれば動員でき
る権力資源が海外から提供されそうだと分かれば、現政権の弱体化を一時予想して離反や
反体制派への合流を視野に入れていた体制内エリートは思い止まるかもしれないし、反体
制派も現政権との力関係を慎重に再検討せざるを得なくなるであろう。現職政権としても
また、動員可能な権力資源のオプションが増えそうだと予想できれば、インサイダーとア
ウトサイダーのいずれにも不本意な譲歩をしないで済む。要するに海外からの支援は、支
援対象国のアクターたちのインセンティブ構造を変える［Tansey, 2016:82] 。  
 こうした新興ドナー勢力の対外的経済援助行動が、長期的に国際社会にどのような影響
を及ぼすかをめぐっては議論が続いている。伝統的な西側ドナーもかつては今の中国と似
たような援助行動をとってきたのであり中国だけが特異なのではないし中国の援助先が独
裁国ばかりに偏重しているわけでもない、中国を警戒するのはバイアスのかかった偏見だ
と見る向きもあれば、一方では、内政不干渉原則の下で相手国に注文をつけない中国の援
助は結果として、途上国の独裁、暴政、腐敗の温存と強化を助長しているだけでなく、国
際開発援助コミュニティの規範を溶解させかねない、更にはカネの力で非民主主義国の一
群を中国の下に糾合しようとする戦略だ、と警鐘を鳴らす声も有力である。今後どうなる
か中国（をはじめとする権威主義国ドナー）の行動と影響に引き続き注視するしかない。  
 
④対抗的規範の発信   
 有力権威主義国はまた、リベラル･デモクラシーの規範に反発し、それに対抗する様々な
語りや規範を発信する傾向を強めていることも近年の特徴である。こうした反発が何より
もまず力説するのは、国家主権と内政不干渉原則の至上性であり、その観点から、欧米先
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進民主国と欧米主導の国際機関は他国の内政に口出しし過ぎると非難する。中国は、リベ
ラル･デモクラシーのユニバーサリズム及び国際機関が民主主義の規範を推進するために
採用する政治的コンディショナリティー（法の支配や人権尊重の実践など）を批判する側
の中心的存在であり、文明の多様性を尊重すべきだと地域多国間フォーラム等の場で常々
主張している［Cooley, 2015:51-52］。多様性尊重とは要するに、世の中には（独裁体制も
含めて）いろいろな政治体制が存在してよいはずだ、多様な政治体制間に価値的な優劣は
ない、従って民主主義といった特定政治モデルの採用を他国に奨励することなどは内政干
渉であり到底認められない、とする考えに他ならない。例えば、2006 年 6 月に上海で開か
れた「上海協力機構」首脳会議で出された宣言は、「文化や発展モデルの多様性は尊重さ
れるべきである」とし、「歴史のなかで形成されてきた文化的伝統、政治社会システム、
発展モデルを他国の内政干渉の口実に使われてはならないし、社会発展モデルが『輸出』
されるべきものではない」としている［清水，2006］。これに示される通り、中国はリベ
ラル･デモクラシーの普遍主義や規範的な優位性を否定し、「国際関係の民主化」を唱える。
上海協力機構に多くの国が加盟する中央アジアでは既に、こうした同機構の規範が、OSCE
が旧ソ連諸国全域で従来推進してきた自由民主主義の原則に取って代わったという報告も
ある。  
 権威主義国が自由民主主義に反発して打ち出すもう一つの対抗規範は、「伝統的価値」
の擁護である。ここではロシアが論陣を主導している。ロシアは西欧流個人主義は今や道
徳的退廃と危機に瀕しているとし、それぞれの国の民族文化、遺産、宗教に回帰すること
を説く。クーリーによれば、ロシアはこうした伝統的価値の強調を、ユーラシア全域でク
レムリンが追求している経済及び安全保障上の新たなロシア主導の枠組における規範的接
着剤にしようとしているという。ユーラシア各国は「ホモセクシュアル・プロパガンダ」
を禁じる法令を導入したが、これらは 2011 年にロシアが施行した法令に酷似していた。
ロシアの言説が周辺諸国の政策担当者の間で共鳴を生んでいることを窺わせる。ロシアは
旧ソ連圏以外の国際的フォーラムの場でも伝統的価値のアジェンダを人権論議に適用すべ
きと唱道する動きを見せており、これに EU は警戒を隠さない。EU から見れば、人権は
普遍的で不可分の価値であり「各国固有の事情」で制限されることなどは本来あってはな
らない。しかし今や伝統的価値尊重の美名の下で既存の人権擁護の規範がミスリードされ
る危険があると EU は懸念する。伝統的価値や各国固有の事情への配慮といった主張は、
一見聞こえはいいが、要は人権軽視を粉飾する大義名分ではないかと欧米は疑っている。
しかしいずれにせよ多様性の尊重、主権と内政不干渉の尊重、伝統的価値の尊重、といっ
たそれ自体としては否定することの難しい規範的主張がそのトーンを強めていることで、
普遍性を志向してきた自由民主主義は国際的な規範の領域で挑戦を受けて相対化され、好
悪は別として自由民主主義が謳歌してきた理念上の覇権は動揺をきたしている［Cooley, 
2015:52-53］。  
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３．専制プロモーションの目的をめぐって 
 有力な権威主義体制国がこうした専制プロモーション活動を展開する目的は何か。目的
は一つではなく、複数ある目的のどれに重点を置くかも国によって異なるだろう。その活
動の明示的な目標とは異なる「真の」、あるいは「最優先の」目的が仮に隠されていると
しても、それが公言されることも文書に記録されることも期待出来ない以上、ある程度は
想像や推測に頼らざるを得ないことを承知の上で検討してみたい。先行研究を手がかりに
言うならば、有力権威主義国（中国、ロシア、サウジアラビア）による専制プロモーショ
ンには、権威主義的支配の理念それ自体に傾倒してその海外普及に努めるといったイデオ
ロギー的動機は希薄である。少なくともイデオロギー的動機は、第一義的な動機、中心的・
優先的な動機ではない。社会主義インターナショナルならぬ「権威主義インターナショナ
ル」を構築しようという動機は働いていない［Soest, 2015: 7］。自由民主主義の規範や価
値に対抗して発信している規範（多様性の尊重、伝統的価値の重視など）が、長期的、間
接的に結果として専制支配の合理化、正当化につながる面はあるにせよ、権威主義的支配
という支配類型一般を真正面から肯定して、宣伝と普及に努めるといった形跡はうかがえ
ない。有力権威主義国が他国の独裁体制を支援したり、近隣国の民主化運動を妨害したり
するのは、それが結局は自国の体制の存続可能性を高めることにつながる、要するに自分
のためになると見なしているからにすぎない。  
 ロシアの場合、近隣の旧ソ連諸国の独裁を支援したり民主化を邪魔するのは、周辺国の
民主化を米国と NATO 及び EU による勢力拡大と重ね合わせて捉え、国家安全保障上の脅
威と受け止めているからであろう。極端に言うなら周辺国の民主化は、ロシアからすると、
米国と NATO 及び EU による東方進出を偽装する擬態に過ぎない。ロシア指導部から見る
と、NATO の拡大、EU の東方拡大、民主化支援という欧米の政策は三位一体の動きであ
り、同じ一つの活動の三つの顔に他ならないのである。  
 近隣国の民主化は、ロシアにとって、国防上の危機というだけでなく、政治体制上の危
機とも受け止められてきた。2003 年から 2004 年末までの僅か 2 年弱の期間に、ジョージ
ア（旧名グルジア）、ウクライナ、キルギスタンで、民衆の抗議運動に圧倒されて権威主
義的な政権、政治家が退陣を迫られる政変（いわゆる「カラー革命」）が、ほぼ類似のパ
ターンで相次いだ。ロシアは、これらの動きから、近隣の或る国の民主化は近くの別の国
にも伝染する
、、、、
（似たような体制・状況の下にある他国の民主化・反体制運動を触発し、それに弾み・
勢い・自信・勇気・モデル・ノウハウを与える）、そうして結局周辺地域全体が民主主義に感
染する、やがてロシアにもその感染は及ぶ、という不安感に駆られたといわれる。したが
って感染源は、それが他国であろうと、先手を打って駆除しなければならない。ロシア国
内の民主化を抑圧するだけでは足りない、周辺国の民主主義も妨害し、他国の専制支配者
に肩入れする必要もある、と認識するに至ったのはこうした「論理」による［Ambrosio, 
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2009:41］。  
 プーチン下ロシアのこうした警戒感には、彼の個人的体験や幾つかの出来事も複合して
背景にあった。一つは、2011 年に起きたリビア革命で欧米が反政府勢力を支援したこと
（NATO 軍による空爆の実施）である。1989 年に東ドイツが崩壊したとき、プーチンは
ソ連の情報機関 KGB のエージェントとしてドレスデンに駐在していた。彼は、東ドイツ
の秘密警察シュタージの本部が群衆によって破壊されるのを目撃している。以来、プーチ
ンは民衆のデモ活動をひどく警戒するようになった。彼の懸念は 2004 年のウクライナに
おける「オレンジ革命」で一層高まった。このときウクライナ市民は大統領選挙で不正が
行われたと抗議し、選挙結果を無効にすることに成功した。その結果、ユシチェンコ率い
る親欧米勢力が権力を掌握した。この政変を背後で後押ししたのが欧米であるとプーチン
らロシア指導部は勘ぐっている。西側がこの政変に直接関与したか否かは不明だが、欧米
が従来ウクライナの親欧米的な勢力に資金援助を提供し、欧米的価値の浸透と民主化促進
を進めてきたことは事実である。2013 年 12 月にヌランド米国務次官補は、1991 年以降ア
メリカがウクライナに民主化促進目的で 50 億ドルを超える資金を投入したと述べ、その
一環として米政府は「全米民主主義基金(NED)」に資金を提供し、NED はウクライナの市
民社会を強化するための 60 以上のプロジェクトに資金を提供した。2014 年 2 月ウクライ
ナ大統領選挙で親露派ヤヌコビッチが勝利すると、大規模な反政府デモが発生し、ヤヌコ
ビッチは退任・国外逃亡に追い込まれ反露政権が誕生したが、この政変にも欧米が関与し
ているとロシア側は考えている。NED 自身、ヤヌコビッチ当選後「ヤヌコビッチは自分
たちの試みを邪魔している」と判断して、反体制派への支援、民主化運動への協力を公言
していた以上、ロシアが西側の関与を疑うのも無理はなかったと言えよう［ミアシャイマ
ー，2014］。プーチンにとってリビアは、「欧米の支援を得た暴徒が、数カ月前まで国内
を完全掌握しているかにみえた独裁者を追い落とし、死に至らしめた」事例に他ならず、
それがロシアにとって伝統的に安全保障上最も重要なバッファー･ゾーンと見なす隣国ウ
クライナで再現されるかの如き事態は到底静観できるものではなかった［アップルボー
ム, 2015:49-50］。ヤヌコビッチ追放直後からロシアがクリミアのロシア編入、ウクライ
ナの親露派武装勢力による分離主義行動への軍事的支援姿勢、といった強硬路線に踏み切
った理由はこうした文脈で理解できる。  
 権威主義体制のもう一つの大国である中国の場合、その専制プロモーションには、ロシ
アのそれのような強引で露骨な手法はほとんど見られず、その内容も反・民主主義一辺倒
というわけでもない［Whitehead,2014:17］。安全保障上の動機も直接的には観察できない。
中国の指導部は、国内の民主化運動や反体制の活動には神経質だが、他国の内政には基本
的に不干渉という姿勢を保っており、周辺国の政治体制の多様性にも寛容である。多くの
独裁体制、権威主義的政権と友好関係を結んではいるものの、ごく少数の例（北朝鮮と軍
政時代のミャンマー）を除けば、中国が他国の独裁体制の維持強化に荷担した例も皆無と
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いってよい。中国の場合に特徴的といえるのは、中国主導の多国間枠組み或いは国際機関
の構築に熱心であること、資源確保と開発援助の目的から悪評の高い独裁国家との友好関
係樹立もためらわないこと、ソフトパワーの創出と伝播（対外的広報活動や文化外交）に
積極的であることであろう。中国主導の多国間枠組・国際機関としては、「上海協力機構」
や「アジアインフラ投資銀行(AIIB)」、更には「東アジア地域包括的経済連携(RCEP)」な
どがよく知られている。2013 年に習近平国家主席が提唱した多国間巨大インフラ整備プロ
ジェクト「一帯一路」構想も注目を集めている。こうした中国主導の多国間枠組とくに上
海協力機構を、独裁国間相互支援によって独裁を集団的に防衛する可能性を提供するもの、
権威主義体制防衛のための多国間フォーラムと捉える意見もある［Burnell,2010:5 ］。  
じじつ 2014 年 4 月にタジキスタンのドゥシャンベで開催された上海協力機構加盟国安全
保障会議秘書官会議で、中国国務委員で公安部長の郭声琨はこう述べた。  
  ロシアを含める地域安全力のパートナーシップを促進し、監視と制御のネットワーク  
を共同で強化し、外部勢力によるその他の国家における革命、すなわち“外部勢力が社会
の矛盾と社会の問題を利用して執政当局を覆そうと企てるカラー革命”の扇動を防止しよ
う［三船, 2016:117］。  
中国主導の多国間機構には集団独裁防衛機構の側面もあるのかもしれないが、独裁国
との開発協力、ソフトパワーの世界的投射活動も含めて、国際システムをもっと中国の利
益に合致するものへと変化させることに同意してくれる（少なくとも中国の利益に反する
国際秩序や国際規範に同調しない）同盟国を作ろうとしている姿勢の現れ、と見た方がよ
いように思われる。世界的な協力者作り、地球規模の「派閥形成・派閥培養」活動と言っ
てもよい。思い切って喩えるなら、サポーター作り、ファンクラブ拡大運動のようなもの
である。中国は、現在の国際ルールは第二次世界大戦後に欧米諸国が考案したものだとた
びたび批判してきており、ルール設定への中国の発言力強化を望んでいる。アメリカの前
統合参謀本部議長だったマーチン・デンプシーは次のように証言している。  
  中国に関して興味深いのは、私が国際的基準や国際的行動規範について中国側と議論  
すると、彼らは必ず「そうしたルールは自分たちが国際社会に参加していなかった時代に
作られたもので、再交渉が必要だ」と主張することだ［デンプシー，2016:36］。  
中国は、自分たちが策定に関与できなかった国際ルールに縛られるのは不当であり、今後
は国際秩序の策定に積極的に関わること、その際に中国の行動に同調する（少なくとも反
対しない）味方を一国でも多く確保したいと考えているのであろう。或いは欧米主導のル
ールとは違う中国設定のルールに従って動くプレーヤーを一人でも多く増やしたいのかも
しれない。そういうプレーヤーばかりになれば、試合結果がどうであろうと「興行主」中
国にとって利益となる。これは中国がヘゲモニーを握るという状況に他ならない［白
石:135］。或いは中国から見ると民主主義的規範に傾斜していた既存の国際機構、国際規
範をレジーム･ニュートラルなそれに変質させたいのかもしれない。  
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 中国の利害がより反映された国際秩序を目ざす動きは、サイバーセキュリティの国際ル
ールを策定する多国間交渉の場で既に兆しが現れている。サイバー空間の情報セキュリテ
ィをめぐっては、既に 21 世紀初めから、米国を中心とする自由主義国と上海協力機構に参
加する国々との間に対立が生まれていた。後者の中心的存在として中国は、サイバースペ
ースは新しい特殊な領域であり、既存の国際法を適用すべきではなく、新しい条約等で対
応すべきであると主張してきた。従来の国際法が適用されるとなると、言論の自由や通信
の秘密などの人権がサイバー空間にも適用されることになり、仮に政府の介入が認められ
るようになったとしても、検閲や通信傍受がしにくくなる。それを各国の判断として行っ
たとしても他国から非難されないようにするためには、「サイバースペースは特別であり、
既存のルールは適用されない」という認識を定着させる必要があり、そのためには欧米主
導ではなく、中露が積極的に参加する枠組において新たな条約等を作る必要がある、これ
が中国の狙いであると観察されている。こうして、新条約による解決を目指す中露と、既
存の国際法をサイバースペースにも適用すべきと主張する日米欧豪の間で、サイバー空間
を律する国際的なルールについて合意に至らない状況が続いてきた。注意すべきは、中露
の主張が、上海協力機構諸国を中心に、発展途上国でも支持を集めていることにある。世
界の多くの国々はインターネットなどのメディアを政府の検閲下に置いており、日米豪欧
などが主張する情報の自由な流通ではなく、情報の統制を正当化するような国際条約を欲
している［土屋 ,2015:157,158,165,166]。  
 
４．模索する民主主義  －「ネオ・デモクラシー」実践の意味と民主主義の行方 
 既存の議会制民主主義の政治は、前述したように国際レベルで権威主義国の挑戦に面し
ているだけでなく、内部でも真剣な対応が要請される新たな潮流に面している。  
 世界各地で広まりつつある実践例を手がかりに、今後民主主義の政治はどこへ向かうの
か、若干の展望を試みてみたい。  
 民主化研究の泰斗の一人シュミッターは、「民主主義衰退説」に反駁する論考の中で、
新興民主主義国の内在的な欠陥としてよく耳にする批判、すなわち新興の民主主義は「欠
点だらけだ flawed」、「部分的だ partial」、「混ぜ物だ hybrid」、「まがいものだ pseudo」、
「うわべだけだ façade」等々、といった批判は、これらの国々が大抵の場合、後述するよ
うな革新的な実践に着手している事実を見えにくくしているという。これら新しい改革作
業に完全に成功した例などないと彼は言う。新しい事業は、新しいがゆえに初めから成功
など保証されていない、失敗や不完全はつきものだ、従って統治のパフォーマンスは一見
すると悪い、しかしそれをもって民主主義は破綻したとか、新興国に民主主義の政治は所
詮根付けない、デモクラシーとは相容れない政治文化なのだ、などと嘆く必要はない、と
シュミッターは言いたいのであろう。シュミッターの議論の当否は別として、彼が列挙す
る次のような新しい実践（ここではそれを「ネオ・デモクラシー」と仮に呼ぶことにする）
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は、今後の民主主義を見通す上で興味深い視座を提供しているように思われる。  
 １．国民投票、住民投票  
   国政レベルでは国民投票が、地方政治レベルでは住民投票が、最も広範に且つ頻繁   
に採用される革新事業となっている。これらの革新は市民に、政策形成過程への直接参加
チャネルを従来以上に与えている。  
 ２．参加型予算編成  
   「参加型予算編成 participatory budgeting」も、ブラジルのポルト・アレグロで最初
に導入されて以来、世界各地に広範に普及した試みである。自発的に参加した市民、   
或いは無作為に抽出された市民による会議体が予算の計画や配分の審議に参加する   
官民協働ガバナンスの核ともされる試みである。  
 ３．政党予備選挙  
   政党予備選挙は従来アメリカ政治特有の実践であったが、近年では他の国、大陸に   
も広まりつつある。それは、堅牢に確立された少数幹部寡占支配の政党構造に食い込む能
力を市民に与えている。  
 ４．政党交付金  
   ヨーロッパで始まった政党交付金は、今や新興民主主義国にまで普及している。  
 ５．選挙・議会・政府形成における男女機会均等化の試み  
   選挙立候補者や議員の女性クォータ制（候補者枠や議席数の一定割合を女性に割り   
当てる制度）も、多くの現存民主主義国でほとんどスタンダードとなっている。法律で義
務づけている国もあり、憲法で条文化している例さえある。政党が自発的にこうした女性
クォータ制を採用しているところもある。組閣の際に、インフォーマルな慣行だが、閣僚
職の一定割合を女性に割り当てる実践も広まりつつある。  
 ６．地方分権化  
   サブナショナルな政治単位に、今まで以上に権限を移譲することも普通になりつつ   
ある。全面的な連邦制度を支持する論は下火だが、より柔軟な形の分権化によって市民は
地元政府のアカウンタビリティーを追及することが従来よりも可能になっている。  
 ７．未来志向計画策定の動き  
   こうした動きが近年簇生しているのは、現存のデモクラシーが本質的に「近視眼的   
である」、つまり選挙サイクルやその時々の世論の動きにあまりに縛りつけられ、「前向
きの思考」ができない、という頻繁に聞かれる不満に対する反応としてである。こうした
一種の「将来委員会」が政府内、あるいはシンクタンクや NGO にも作られる例が増えてい
る。ハンガリーでは「未来世代のためのオンブズマン」が常設の制度としてこの活動を遂
行している。  
 ８．情報通信技術(ICT)の革新  
   ICT の革新が民主主義の実践にも重要なインパクトを及ぼし始めている。人々は
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種々の情報源にアクセスすることが格段に容易になった一方、政府の方はそれを取り   
締まったり監視することが難しくなった。統治者が秘密にしておきたい活動まで明   
るみに晒される。政治家や政党はこうした技術を使って支持者と密接に結びつく必   
要に迫られる一方、政治資金集めや支持者動員に ICT が駆使される一面もある。市民活動
家が、既存体制に批判的な「バーチャルな」集合行動ユニットを結集するために ICT を活
用する例も今や珍しくない。  
 ９．「e-デモクラシー」  
   政党の候補者選出、党綱領の策定、党員の選好と党及び党公認候補者の政策ポジシ   
ョンのマッチングに、進歩した ICT を活用するほか、国によっては市民が政府機関と直接
コンタクトし、各種書式をダウンロードしたり苦情を伝えたりすることのできるブースや
ボックスを街中に設置して「e-デモクラシー」、「e-ガバメント」を始めたところもある。 
１０．市民社会への新しい資金提供システム  
   これは市民が自分の納税額の定率を、認可された団体リストの中から自分が選んだ   
組織、機関、団体に配分することを選択できるという試みである。団体は資金（原資は税
金）を獲得するために過去の活動実績と将来の活動計画を公表して、資金集めを互いに競
い合う。このシステムによる資金配分結果は、諸団体それぞれの正当性を示す指標ともな
り、市民の選好を浮き彫りにする効果もある。  
１１．非公選型代表の漸増  
   オーソドックスな民主主義概念によれば、代表 representative の正当性は、所定の   
手続に則った、競争的で公正な選挙で選出されたことにあった。しかし近年、専門的能力
あるいは自分の魅力的パーソナリティー、さらには自らの有名さ、といった属性を基に代
表の資格があるかのように振る舞う人間が急増している。そしてまた彼らの多くが「代表」
として容認されていることを窺わせる証拠にも事欠かない。著名な市民運動団体のリーダ
ーや、環境保護や人道支援、貧困撲滅プログラムに活発にコミットしている映画スターや
ロック･ミュージシャン（アンジェリーナ・ジョリーやボノなどが有名）の一挙手一投足は、
彼らが関与する政策アジェンダ領域で、公選の政治家と変わらぬほどの、或いはそれ以上
の影響力を及ぼしているといえるかもしれない。しかしその影響力ある地位は、選挙を通
じて得られたものではない。  
１２．「番人機関」の多様化  
   多種多様な「番人機関 guardian institutions」の創設も新しい現象である。こうした組
織はかつては少なく、あったとしても従属的役割に甘んじていた。ところが今ではこうし
た機関は数が増えただけでなく、公選された政治家や議員が下した決定に対して実にさま
ざまなチェック機能を及ぼしている。そうした機関の最たる例は独立中央銀行である。こ
の機関は、経済政策、財政金融政策を策定する権限が事実上公認されている。独立規制機
関はこれだけではない。公衆衛生、労働基準監督、職業倫理、消費者保護、ドラッグ等を
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規制監督する従来からの機関に加え、選挙管理委員会、人権裁判所、反汚職機関など、比
較的新しい機関もある。これらの機関はすべて政治的干渉（言い換えればデモクラシー）
を回避するように入念に設計され、一般市民や統治者からの圧力に屈せず、さらには規制
対象の人間に絡め取られることもないような専門家の手に委ねられている。これらの機関
は、国際機関（世界銀行、IMF、WTO など）の補佐を受けていることも多い。EU は独自
の中央銀行を持つほか、30 以上もの規制機関を配下に従えている。市民が、これらの機関
が執行する政策に有効な影響力を及ぼすことができないと不満をもつとしても不思議では
ない［Schmitter:46-53］。 
 
 シュミッターが整理して列挙した上述の「ネオ・デモクラシー」の実践は、それ自体と
しては、「古典的」デモクラシー・モデル（所定の手続に従って競争的且つ公正に実施される選
挙で選ばれた公選政治家が、専ら所属する政党を媒介として民意を国政に表出させて政策を立案・執行
し、次の選挙でそうした活動の審判を国民から受ける、という民主主義モデル、と理解しておこう）に
正面切って挑戦するものでもなければ、既存の議会制民主主義秩序の解体や否定を企図し
たものでもないだろう。しかしそれらの試みはいずれも、程度の差はあれ、既存の民主主
義政治に飽き足りなさを感じる人々の声を反映した試み、既存の政党に媒介された従前の
民主主義政治に制度疲労と機能不全を覚え、そうした旧来型の政治では民意の十分な表出
や実効的な政策の実施、更には規律のとれた透明な行政運営（ガバナンス）は望めないと
する市民の声に動かされた試み、あるいはそうした声を政権側がすくい取った措置、と言
ってもよいかもしれない。  
 だとしたら、当事者たちの思惑とは関わりなく、これらの実践は、結果としては既存の
「古典的」デモクラシー・モデルの価値を相対化することになるであろう。既存モデルの
威光が相対化によって色あせれば、場合によっては、これまた当事者たちの本意ではない
だろうが、現存の議会制民主主義の政治秩序を根底から揺さぶり、溶解させる、或いはそ
れに取って代わる可能性さえも秘めているかもしれない。待鳥聡史は、議会制民主主義を
これまで作動させてきた、政党に媒介された間接民主主義は現在深刻な再検討を迫られて
いると注意を促す。待鳥は、日本に限らず先進民主主義国一般で「政党が明確な理念や支
持基盤を失い、有権者や社会に存在する諸集団との関係を弱めている」と指摘し、政党が
理念や支持者の利益の実現といった政党の本来的機能から乖離して議席獲得のみが自己目
的化した「選挙目当ての政党」だと見なされると、有権者はその政党から離れていき、ひ
いては政党システムが不安定化してゆく可能性に警鐘を鳴らしている［待鳥 , 2015: 199-
200]。政党システムが不安定化すれば、それを事実上の前提とする従来の議会制民主主義
もまた動揺を免れないだろう。例えば政党交付金に込められた目的はよく知られている通
り、政党が寄付などを通じて無理に政治資金を集めると、資金の提供者に強く影響される
可能性があるので、公的助成で政党の財政を安定させることで、そうした可能性を減らす
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ことにある［砂原, : 102］。しかし有権者が、自分の支持する政治家や政党に政治資金を
提供して財政的に援助すること自体は別に非難されることではない。資金を受け取った政
治家、政党は資金提供者の利益の実現に配慮せざるを得ない。それによって支持者・有権
者と、政治家・政党との結びつきが担保されてきた面があった。しかし政党交付金の普及
で、政党の資金面での有権者依存が減るなら、有権者の利害への配慮も減り、結びつきが
希薄になる可能性もあるだろう。  
 待鳥はまた、情報通信技術の急速な進展に伴って、直接民主主義が政党を媒介とした間
接民主主義に取って代わる可能性が出てきたことも指摘している。地方政治における住民
投票から国政レベルにおける法案審議や首相公選に至るまで、インターネットを介して誰
でも時間差なく政策形成過程に参加することを可能にする技術はもはや夢想ではない。こ
れまで直接民主主義を不可能にしてきた空間的広さにともなう技術的制約は解消されつつ
ある［待鳥 , 2015: 199-200]。実際、「e-democracy（電子民主主義）」、「e-government（電
子政府）」、「e-participation（電子的市民参加）」の実践は、米国、英国、カナダ等、欧
米では既に導入されており、今や取り立てて新しい技術とは言えなくなっている。  
 しかしこれとは全く逆に、「ネオ・デモクラシー」の実践は、既存の民主主義政治シス
テムの限界や綻びを補強し、現存議会制民主主義をアップグレードして強化することに手
を貸してくれる可能性も考えられる。既存の民主主義政治を弱体化させるのか、それとも
逆に強化するのか、まだ予想はできない。  
 いずれにせよ、既存の古典的デモクラシーモデル、それに基づく従前の議会制民主主義
政治システムの正当性ないし規範的優位はもはや自明とは言えなくなってきたように思わ
れる。さまざまな方向からこうしたモデルやシステムに疑問が投げかけられ、揺さぶりを
かけられているのが現状であると言えるのではないか。古典的デモクラシーモデル発祥の
地にして議会制民主主義政治の生誕の地でもある欧米で近年ポピュリスト政治家が支持を
集めている一因もそこにあるといってよいだろう。  
 従来の西欧型議会制民主主義は、外からは権威主義国による専制プロモーションの挑戦
に晒され、内からは上述「ネオ・デモクラシー」の台頭という新しい潮流への対応を迫ら
れている。これは内憂外患の二重の危機なのか、それとも自己改革を怠って旧態依然のや
り方に安住してきた現存民主主義政治に覚醒を促す好機となるのだろうか。いずれにせよ
現存民主主義政治が転機に立たされていることは間違いない。  
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Upgrading Authoritarianism 
 
Hidehiko  KINOUCHI 
 
Abstract 
The current Authoritarian regimes clearly have absorbed the lessons of the popular 
democratic revolutions of recent years(e.g. ‘color’revolutions in former Soviet Russian 
states or  ‘Arab springs’) and taken preventive steps to weaken internal democratic 
forces and undermine external democracy promotion. The autocratic states should not 
be considered as passive actors at the international level, but rather active resisters 
that undermine democratic trends both regionally and globally by adopting  
‘autocracy promotion ’strategies. This article examines some of these strategies in 
action and evaluates how these policies operate and what implications they will have 
for international society. 
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